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１次報告の骨子（2008年1月7日付朝刊）

2

消費税方式に全面移行

・基礎年金の財源を保険料から全額消費税に置き換える

・置き換えで全体の負担に増減は生じない
給付水準は現状維持

・月額給付は満額で６万６０００円

・移行期間は旧制度に基づく保険料負担を給付に反映
制度安定へ成長促進

・３．７兆円の企業負担軽減分は非正規労働者の
厚生年金への加入拡大に

・与野党は党派を超えて成案を



1次報告のイメージ図(被用者年金)
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「共通年金」
（年金目的の消費税）

月額
6.6万円

報酬比例年金
（社会保険方式）

現役時代の保険料負担―――→



日経読者の反応
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（注）日本経済新聞ニュースサイト日経ネットＰＬＵＳなどの読者を対象に
1月10～17日に実施。回答4785人



第2次報告の概要

(２００８年12月8日朝刊掲載)
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第1次報告への主な批判
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① 企業まる儲け批判

 1階の消費税化で浮く3.7兆円の企業負担をそのままにす

るのは無責任であり、経済界は負担を維持して社会保障
に対する責任を果たすべきだ

② 医療・介護の財源不足批判

 年金に5%分の消費税を使って将来の医療・介護の財源
が賄えるのか



このほかの課題
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【参考】積立不足の概念図
(自民党議連の資料から)
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完全積立方式への移行には…
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 270兆円の償却方法に関するアイデア

1. 年金制度から切り離して、国債発行で賄うなど国の債務と
して認識させる案

2. ４０年程度かけて段階的に償却する案

 自民党勉強会が提唱した財源は
①支給開始年齢の引上げ

②1階の税方式化よる企業負担の軽減分

③高齢者に支給している生活保護費



年金制度改革のイメージ図
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改革の狙い
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① 厚生年金は1階と2階の機能があいまい
 機能を明確に分ける
 水割り→「ストレートウイスキー」と「真水」

② 1階は最低保障の強化＝公助
 財源は消費税

 強固なものにするために物価連動制の適用を復活させ、最
低保障機能を持たせる(マクロ経済スライドの不適用)

 現役の収入に対する年金額の割合は約17％（夫婦で33％
程度）を堅持

③ 2階は世代間格差の緩和＝自助・共助
 財源は保険料
 報酬比例年金は部分積立年金(1.5%)の導入で若い世代ほ

ど「生涯給付／生涯負担」が不利になる状況を緩和
 賦課年金額は1階と合わせて現行制度と同じとする



改革の成果(そのⅠ)
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 1階の「共通年金」

 消費税率は軽減税率を考慮しない場合、トータルで
6.5%(1次報告では5%前後)引き上げる

 全ての日本居住者が年金目的の消費税を払うことに
なり、未納問題は解決され、「国民皆年金制」が名実
ともに達成される

 物価・賃金連動で基礎年金額は2023年に現行より
16%強増える。このために同年までに消費税率1.5%
分の引き上げが必要

 2階の「生涯給付／生涯負担(企業＋個人)」は2005
年生まれの人で5割強→6割弱に改善する



将来の消費税率について
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 日経の年金改革案によって2010年代半ば以降、消
費税率は6.5%程度引き上げ、最終的に11.5%程度に
なる(軽減税率を考慮せず)

 最終的な消費税率を仮に、15%(標準税率で17～
19%程度？)まで許容するとすれば、3.5％分をほか
の社会保障や債務返済に充てられる

 結果として、企業負担に大きな増減はないので、国
際競争力を強化するためにも法人税の実効税率の
国際標準並みへの引き下げは不可欠



長寿化が進み、出生率は下がる
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【2011年2月2日 朝日新聞社説より】

主婦の年金 この不公平は許されない
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サラリーマンの妻を主な対象にした年金の「３号被保険者」の扱いで、正直者が損を
する状況が生まれている。行政がつくったこの不公平を放置することはできない。
３号は自分で保険料を払わなくても年金に加入できる。しかし、夫が脱サラしたり、本
人の収入が多くなって扶養を外れたりすれば、妻は届け出をして３号から１号被保険者
になり、保険料を払うことが法律で義務づけられている。夫がリストラで職を失った場合
も同様だ。
ところが、本人が届け出をしなかったため、３号のままの記録になっている人が数十
万人から１００万人もいることが分かった。
そこで厚生労働省は今年１月から、こうした人たちに最近２年分の保険料を請求する
が、それ以前は、夫がサラリーマンをやめるなど３号に該当しない期間でも３号と認め
ることにした。
届け出をして１号に切り替え、保険料を納めてきた人に比べて不公平だ。
従来は届け漏れが見つかれば「未納」とされ、将来受け取る年金を減額されてきた。
「従来の扱いだと、低年金や無年金になる人がたくさん出る」「苦情が殺到し、対応し
きれない」と、厚労省は「救済」の必要を強調する。
だが、すでに記録を訂正して、低年金や無年金になった人は救済されない。

～～中略～～

この問題の背景には、本人が届け出ない限り記録が変更されないという制度上の無
理がある。さらに掘り下げれば、「保険料を払わなくても年金が受け取れる」という、３号
制度が本来持つおかしさに行き当たる。
政府は社会保障と税の一体改革の議論を始めているが、３号見直しは必須だ。サラ
リーマン家庭の専業主婦にも、何らかの方法で保険料負担を求める改正を検討すべき
だろう。



与野党合意を導くための論点

1. 無年金者や低年金者を生む温床である保険料の未納問題は看過できない

2. 政府・民主党が消費税方式の最低保障年金を取り下げるとしたら、安易では
ないか

3. 20年～40年に及ぶ移行期間を担保するにはスウェーデンのような強固な超党
派合意が不可欠

4. 消費税論議は一先ず脇におき、持続可能な年金づくりをテーマにするのか筋
ではないか

5. その間も、マクロスライドなどを効果的に発動し、給付の膨張を抑える努力が
いる

6. 未だに判らない民主党案の細部
 最低保障の範囲
 一元化年金の保険料賦課
 所得捕捉

7. 最近の政府の発言
 菅首相「一元化の難しさ認識している」「最低保証年金は確定した案になってない」
 与謝野経財相「消費税方式にすると国民負担が大きく増える」
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